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区 分 平成２３
７～９ １０～１２ ２４

１～３ ４～６ ７～９

売
上
高

全 産 業 △１．９ △１．３ ０．６ △１．０ △４．４

製 造 業 △１．７ △２．６ １．８ ５．０ △５．６

非 製 造 業 △２．０ △０．７ ０．０ △３．４ △３．８

営
業
利
益

全 産 業 △８．９ △１２．８ ３．３ １４．２ △５．９

製 造 業 △１９．０ △２８．０ △７．０ １１．０ △９．９

非 製 造 業 △３．８ △５．５ ６．９ １５．４ △４．３

経
常
利
益

全 産 業 △８．５ △１０．３ ９．３ １１．５ ６．３

製 造 業 △１８．７ △２１．５ ３．６ ２．７ △２．１

非 製 造 業 △２．７ △４．３ １１．８ １６．０ １０．２

全 産 業
（金融業、保険業を含む）

△９．４ △１０．４ ２７．４ ８．６ ５．９

金融業、保険業 △１３．７ △１０．８ ※ △４．４ ４．１

区 分 平成２３
７～９ １０～１２ ２４

１～３ ４～６ ７～９

売
上
高

全 産 業 １．８ ０．６ ０．２ △３．４ △１．６

製 造 業 ７．４ △０．７ ３．５ △４．９ △３．０

非 製 造 業 △０．４ １．２ △１．３ △２．７ △１．０

経
常
利
益

全 産 業 ５．２ １．０ ９．１ △２．４ △１．７

製 造 業 １．２ △６．１ １５．８ △５．４ △４．５

非 製 造 業 ７．２ ４．４ ６．３ △１．１ △０．５

区 分 平成２３
７～９ １０～１２ ２４

１～３ ４～６ ７～９

売上高営業利益率

全 産 業 ２．９ ３．３ ３．４ ３．３ ２．９

製 造 業 ２．８ ２．９ ２．６ ２．８ ２．７

非 製 造 業 ３．０ ３．４ ３．７ ３．５ ３．０

売上高経常利益率

全 産 業 ３．０ ３．４ ３．９ ４．０ ３．３

製 造 業 ３．１ ３．５ ３．８ ４．２ ３．２

非 製 造 業 ２．９ ３．４ ４．０ ４．０ ３．３

法人企業統計季報（平成２４年７～９月期）の概況

平成２４年７～９月期における資本金１，０００万円以上の法人企業の動向を「四半期別法人企業統計調査」結果からみると、
以下のとおりである。
全産業をみると、売上高については、製造業、非製造業ともに減収となった。経常利益については、製造業では減益、非

製造業では増益となった。また、設備投資については、製造業、非製造業ともに増加となった。

１．収益の動向
⑴ 売上高・営業利益・経常利益 （第１図、第１表）

全産業の売上高は３１６兆２，４４４億円で、前年同期
（３３０兆７，４２０億円）を１４兆４，９７６億円下回り、対前年
同期増加率（以下「増加率」という）は△４．４％（前
期△１．０％）となった。
全産業の営業利益は９兆１，３５１億円で、前年同期

（９兆７，１０９億円）を５，７５８億円下回り、増加率は△５．９％
（同１４．２％）となった。
全産業の経常利益は１０兆４，５３６億円で、前年同期（９

兆８，３６２億円）を６，１７４億円上回り、増加率は６．３％（同
１１．５％）となった。
また、全産業（金融業、保険業を含む）の経常利益

は１２兆５，９０６億円で、前年同期（１１兆８，８９６億円）を
７，０１０億円上回り、増加率は５．９％となった。金融業、
保険業の経常利益は２兆１，３７０億円で、前年同期（２
兆５３４億円）を８３６億円上回り、増加率は４．１％となっ
た。

第１図 売上高・営業利益・経常利益増加率（全産業）

第１表 売上高・営業利益・経常利益の推移
（対前年同期増加率） （％）

（参考）季節調整済前期比増加率 （％）

⑵ 利益率（第２表）
全産業の売上高営業利益率は２．９％（前期３．３％）と

なり、売上高経常利益率は３．３％（同４．０％）となった。

第２表 利益率の推移 （％）

２．投資の動向
⑴ 設備投資（第２図、第３表）

全産業の設備投資額は８兆８，０６２億円で、増加率は
２．２％（前期７．７％）となった。
全産業のソフトウェア投資額は８，０６５億円で、増加

率は△０．１％（同２０．２％）となり、ソフトウェア投資
額を除いた設備投資額は７兆９，９９７億円で、増加率は
２．４％（同６．６％）となった。
また、全産業（金融業、保険業を含む）の設備投資

額は９兆２，５７３億円で、増加率は２．２％となり、金融
業、保険業の設備投資額は４，５１１億円で、増加率は
２．９％となった。
全産業（金融業、保険業を含む）のソフトウェア投

資額は１兆５１３億円で、増加率は△０．０％となり、ソフ
トウェア投資額を除いた設備投資額は８兆２，０６０億円
で、増加率は２．５％となった。
金融業、保険業のソフトウェア投資額は２，４４８億円

で、増加率は０．２％となり、ソフトウェア投資額を除
いた設備投資額は２，０６３億円で、増加率は６．３％となっ
た。（注）※印は前年同期の経常利益が負数のため算出できないものである。
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（注）平成１４年７－９月期以降ソフトウェア投資額を含む。

区 分 平成２３
７～９ １０～１２ ２４

１～３ ４～６ ７～９

全 産 業 △９．８ ７．６ ３．３ ７．７ ２．２
（△１１．０） （４．９） （３．５） （６．６） （２．４）

製 造 業 △１．６ ５．７ ３．８ １４．７ ０．５
（△２．３） （３．５） （３．５） （１３．９） （０．１）

非 製 造 業 △１４．３ ８．６ ３．０ ３．９ ３．３
（△１５．８） （５．７） （３．４） （２．４） （３．９）

全 産 業
（金融業、保険業を含む）

△９．８ ６．６ ３．０ ７．２ ２．２
（△１１．２） （４．３） （３．５） （６．２） （２．５）

金融業、保険業 △９．８ △１２．６ △３．７ △４．７ ２．９
（△１７．６）（△１４．５） （３．７） （△７．９） （６．３）

（注）（ ）書きはソフトウェア投資額を除いたものである。

区 分 平成２３
７～９ １０～１２ ２４

１～３ ４～６ ７～９

全 産 業 ０．６ １０．７ △２．１ △２．１ △２．５

製 造 業 ８．１ ２．９ ４．２ △１．８ △３．９

非 製 造 業 △３．５ １５．３ △５．４ △２．２ △１．６

（注）ソフトウェア投資額を除く。

区 分 母集団法人数 固定資産の増加額あり 固定資産の
増加額なし適用した 適用していない

全 産 業 １，０５９，０３５ ２９，１９９ ２５０，１２７ ７７９，７０９
製 造 業 １８１，８２７ ６，７７９ ５８，０７４ １１６，９７４
非 製 造 業 ８７７，２０８ ２２，４２０ １９２，０５３ ６６２，７３５
資 本 金 別
１０億 円 以 上 ５，３０１ ２，０９１ ２，８８２ ３２８
１億円～１０億円 ２６，５０２ ３，７２９ １５，００２ ７，７７１
１，０００万円～１億円 １，０２７，２３２ ２３，３７９ ２３２，２４３ ７７１，６１０

（注）１．平成２４年７－９月期調査において、固定資産の増加額を記入した法人
に、その増加額がリース取引に関する会計基準の適用によるものかを調
査したものである。
２．全産業及び非製造業には金融業、保険業は含まれていない。
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（注）１．改正後（新）「リース取引に関する会計基準」は、平成２０年４月
１日以後開始する事業年度より適用。ただし、平成１９年４月１日以
後開始する事業年度から適用することができる。

２．上記にかかわらず、四半期財務諸表に関しては、平成２１年４月１
日以後開始する事業年度より適用。ただし、平成２０年４月１日以後
開始する事業年度から適用することができる。
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区 分 平成２３
７～９ １０～１２ ２４

１～３ ４～６ ７～９

全 産 業 １４，４８６ ４１，９０５ △６５，２０８ １０，７８４ △１，１８３

製品・商品 １，０９９ １５，７８２ △２４，８６２ １３，４６０ △１０，０１０�
�
	
�



仕 掛 品 １４，７５１ ２０，２５４ △３７，９９２ △２３８ ９，８６６

原 材 料 △１，３６５ ５，８６９ △２，３５５ △２，４３８ △１，０３８

製 造 業 １，３２２ ７，５７５ △１９，４５０ １０，７２３ △２，８９８

非 製 造 業 １３，１６４ ３４，３３０ △４５，７５９ ６１ １，７１５

在 庫 率 ７．９ ７．９ ７．３ ８．０ ８．１

（注）在庫率＝棚卸資産（期末）
売上高×４

×１００

第２図 設備投資増加率（全産業）

第３表 設備投資の推移（対前年同期増加率） （％）

（参考）季節調整済前期比増加率 （％）

（参考）
「リース取引に関する会計基準」の改正（注）以前は、
ファイナンス・リースにおけるリース物件については、
貸し手側では固定資産として計上され、借り手側ではオ
フバランス処理されることが多かったが、同基準の改正
により、貸し手側では流動資産に計上され、借り手側で
は固定資産に計上されることとなった。
法人企業統計調査では、有形固定資産及びソフトウェ

アの新設額を設備投資として扱っているため、設備投資
の計数には、上記会計基準の改正も影響していると考え
られる。よって、全産業から貸し手側であるリース業を
除いた計数を参考表１として示す。

今回調査においては、固定資産が増加した法人に対し
て、上記会計基準の適用状況について調査を行った。調
査結果は参考表２のとおりである。

（参考表２）「リース取引に関する会計基準」の適用状況表（社）

⑵ 在庫投資（第３図、第４表）
全産業の在庫投資額は△１，１８３億円（前年同期△１

兆４，４８６億円）となった。
全産業の在庫率は８．１％（同７．９％）となった。

第３図 在庫投資（全産業）

第４表 在庫投資と在庫率の推移 （億円、％）
区 分

平成２３ ２４
７～９ 増加率 １０～１２ 増加率 １～３ 増加率 ４～６ 増加率 ７～９ 増加率

全 産 業
（リース業を除く） ８４，４０２ △９．２ ９７，０６４ ８．４ １１６，６３３ ４．３ ８１，２２４ ８．４ ８６，２１４ ２．１

非 製 造 業
（リース業を除く） ５１，２３８ △１３．６ ６３，２４６ ９．９ ７４，６２６ ４．６ ４９，８３４ ４．９ ５２，８９５ ３．２

リース業 １，７８１ △３０．１ ２，３７８ △１６．４ １，９１２ △３５．０ １，８６８ △１６．８ １，８４８ ３．８

資 本 金 別
（リース業を除く）
１０億円以上 ５０，５１１ △１．１ ５３，５３８ △０．２ ７３，４５７ ５．６ ４７，２７６ ６．９ ５１，１４３ １．３

１億円～１０億円 １３，１８９ ６．０ １３，９８３ ２６．７ １６，９４８ ６．５ １２，３３７ １８．９ １３，４３４ １．９

１，０００万円～１億円 ２０，７０３ △２９．８ ２９，５４３ １８．７ ２６，２２８ △０．３ ２１，６１１ ６．５ ２１，６３７ ４．５

（参考表１）設備投資の推移 （億円、％）

（注）１．設備投資とは、有形固定資産（土地の購入費を除き、整地費・造成費
を含む）及びソフトウェアの新設額である。
２．増加率は対前年同期増加率である。
３．全産業及び非製造業には金融業、保険業は含まれていない。


